
○基本法第１１条関係（相談及び情報の提供）

犯罪被害者等基本計画骨子案（２）保留事項①

３ 居住の安定（基本法第１６条関係）

（１）公営住宅への優先入居等

イ 公営住宅への入居に関する犯罪被害者等への情報提供

を警察庁及び法務省と十分連携して行う。【国土交通省】○Ｐ

【国土交通省意見】

次の文章に修正されたい。

イ 政府全体の取組として犯罪被害者等への一元的な情報提供体

制を構築するとともに、公共賃貸住宅への入居に関する情報に

ついても当該体制を通じた提供を行う。【内閣府、国土交通省】

（修文理由）

現在、警察庁、法務省において、犯罪被害者等に対する一定の

情報提供が行われているが、今般の犯罪被害者等基本計画が犯罪

被害者等を総合的に支援するものであることに鑑みると、当該支

援のために必要な情報を一元的に提供できるシステムを構築する

ことが適当と考えられる。また、犯罪被害者等からも、「犯罪被

害者等支援窓口の一本化」等の施策が要望されているところであ

る。

このため、情報の一元的提供について、現在、内閣府が主導し

て構築を図ろうとしている地域の支援機関の整備等と一体的に検

討する必要があり、その情報の一つとして、犯罪被害者等に対す

る公共賃貸住宅への入居に関する情報提供（公営住宅への優先入

居、公共賃貸住宅インフォメーションに関する情報提供）につい

ても、当該機関を通じて提供されることが適当と考える。



犯罪被害者等基本計画骨子案（２）保留事項①に係る

国土交通省再意見

３ 居住の安定（基本法第１６条関係）

（１） 公営住宅への優先入居等

イ 公営住宅への入居に関する犯罪被害者等への情報提供を警察庁

及び法務省と十分連携して行う。【国土交通省】

〔国土交通省意見〕

イ 政府全体の取組として犯罪被害者等への一元的な情報提供体制を構築す

るとともに、公共賃貸住宅への入居に関する情報についても当該体制を通

じた提供を行う。【内閣府・国土交通省】

〔内閣府意見〕

原案どおりとしたい。

［理由］

第２回検討会において、「被害者が希望したときには速やかな引越し等

の支援や、転居などを余儀なくされた被害者への住宅斡旋など便宜を図

る。」という性暴力等被害者からの要望について、国土交通省の職員たる

構成員より、公共賃貸住宅インフォメーションの整備に関する説明がなさ

れたことを受け、構成員から「インフォメーションがインターネットで引

けるということだが、おそらく事件直後、あるいはその後しばらくの被害

者というのは、そういうところに積極的にアクセスできないから、例えば

警察と協調されて、警察の方で配られるときに同じようなインフォメーシ

ョンをもっと積極的に出していただきたいと思う。パンフレットを一緒に

入れるとか、いろいろなことができると思う。」旨の発言があったことを

踏まえ、国土交通省において、警察庁及び法務省と十分に連携し、自ら積

極的に公営住宅への入居に関する情報にアクセスできない犯罪被害者等に

対して、被害直後から公営住宅への入居に関する情報提供を行うことをと

りまとめたものが原案である。

国土交通省意見にある「犯罪被害者等への一元的な情報提供体制」が具

体的にどのような内容を意味するのか明らかでないが、犯罪被害者等への

情報提供体制の在り方がどのようなものとなろうとも、公営住宅への入居

に関する情報提供について、公営住宅及びその共同施設の管理及び処分に



関することを所掌する国土交通省が第一義的に責務を負うべきであること

に変わりはないものと思料する。犯罪被害者等への情報提供体制の在り方

は、基本法第１１条に関し、いわゆるたらい回しや重複説明を求められる

といった犯罪被害者等の負担が解消され、必要な説明が全国のどの地域で

も得られるような窓口の在り方として議論されるべきであるが、そのよう

な窓口が実現した場合であっても、各省庁において、所掌事務に係る情報

を責任をもって犯罪被害者等に提供することは当然の前提であり、個々の

施策について所管省庁が情報提供をする義務を免除するものではないはず

である。

よって、原案どおりとすることとし、国土交通省意見にある「犯罪被害

者等への一元的な情報提供体制」については、別途、議論すべきものと思

料する。

〔国土交通省再意見〕

国土交通省としては、公営住宅への入居に関する犯罪被害者等への情報

提供を警察庁等と十分連携して行うことは当然と考えており、適切に取り

組んでまいりたいと考えている。

内閣府においても、犯罪被害者等の負担の解消及び利便性の向上の観点

から、政府全体の取り組みとして、犯罪被害者等がワンストップで必要な

説明及び情報入手が可能となるような仕組みの構築に、リーダーシップを

もって積極的に取り組んでいただきたい。


